
■ＳＤＧｓ

■関連する主な事業 （単位：千円）

目指す姿 多様な主体が、参画・協働してまちづくりに取り組み、交流により活発な活動を行っています。

関連する分野別計画

基本施策に関連する
ＳＤＧｓのゴール

ＳＤＧｓ推進の考察

協働によるまちづくりを進める上において、協働事業提案制度や市民活動応援制度により、多様な主体と行政と
のパートナーシップにより、協働によるまちづくりの推進に努めている。キラリまちづくりトークや市長への手紙等を通
じて、市政等に関する市民への説明や情報共有の機会を確保することができた。また、伝わる広報活動として、広
報サポーターの活用等により、市民とのパートナーシップを推進することができた。

令和４年度 施策評価シート

施策の大綱 ５．市民力・地域力の活性化 評価担当者

基本施策 （２） 市民参画・交流活動の促進と協働の推進 市民文化部長　辻村　俊孝

施策
の方向

事業名
上段：予算額

実績・成果等
下段：決算額

① 市民活動応援事業
6,141 市民活動応援制度を運用することで、登録団体の活動を支援するとともに、地

域まちづくり協議会の事業の活性化に寄与することができた。6,072

③ 行政情報番組提供事業
22,300 広報サポーターや学生アナウンサーを活用し、行政情報番組を制作した。亀山

駅前再開発事業の完成や亀山ブランド第2弾の決定を関係者の姿やコメントと
合わせて紹介する特集動画を制作した。21,936

① 市民活動支援事業
454 市民活動なんでも相談所を開設するとともに、2件の協働事業推進補助金の交

付に向けた市民活動への支援を行ったことで、参画と協働によるまちづくりの推
進を図った。345

② 日本武尊・白鳥伝説交流事業
430 令和４年１１月に本市で交流事業を実施し、大阪府羽曳野市、奈良県御所市

及び亀山市の市民57名が参加した。東海道関宿街道まつりを観覧しながらの
ウォークラリー等を通じて、三市の市民間の交流を深めることができた。277

③ 広報紙発行費
9,790 市民が必要な情報を取得し、親しみを持って読んでもらえるよう、市からのお知

らせや特集、広報サポーターによる記事などを編集し、「広報かめやま」を計画
通り月2回発行した。9,710

③ ホームページ情報発信事業
3,890 年間を通じてホームページの更新を2,334件（前年比＋308件）行い、適時的

確に情報発信したことで年間2,923,748件（前年比＋642,747件）のページ
ビュー数（閲覧数）を得ることができた。3,887

③ インターネット利活用事業
1,848 「緊急情報、防犯情報、イベント情報、お知らせ、気象警報」等、令和４年度

は、121件の「かめやま・安心めーる」を配信し、安全で安心なまちづくりに寄与
することができた。1,848

太字：主要事業
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■市民アンケート調査

■施策推進　[施策の方向]

①

②

③
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⑤

⑥

⑦

指標 現状値
実績値

目標値
単位 R4 R5 R6 R7

80

協働事業提案制度の事業実施件数
（累計）

件 29 Ｒ３ 32

市民活動応援制度の登録団体数 団体 79 Ｒ３ 76

34

市ホームページのページビュー数 件 2,646,047 Ｒ２ 2,923,748 2,780,000

▲ 0.22

項目
現状値
[R2]

１次
[R5]

２次
[R6]

市民アンケートの考察

1
行政情報を市民が入手しやすいしくみが
整っている

重要度 0.95

満足度 ▲ 0.27

―

令和５年度の市民アンケートの結果を踏まえて、
次年度に考察します。

満足度 ▲ 0.12

2 市政やまちづくりに市民が参加している
重要度 0.78
満足度

今後の展開方針

市民活動応援制度については、更なるPRに努め登録団体の増加や有効な活用に繋げるとともに、検証委員会や地域まちづくり協議会の意見
なども踏まえ、今後の方向性について検討を行う。一方で、市民活動団体や地域まちづくり協議会等の相談体制の充実や地域活動の支援な
ど、各種団体をつなぐコーディネート機能の充実を図ることが必要であり、中間支援機能を見据えた市民協働センターの在り方について調査・
研究を進める。また、コロナ禍で停滞していた市民や市民活動団体間、さらには自治体・地域間の交流の活性化のため、引き続き、市民活動
応援制度の活用に加えイベントや地域行事を通じて、地域・都市間での市民レベルの交流を生む機会の創出に努める。広報・広聴活動につ
いては、市民参画により共感性のある伝わる広報を進めるとともに、幅広い世代の意見を聴く機会の充実を図る。

総合評価
市民活動と協働の推進については、市民活動応援制度を運用することで市民活動団体の活動支援を行ったが、登録
団体は７９団体から７６団体に減少した。コロナ禍により、まちづくり協議会において応援券が従前のように使用できない
状況が続く中、感染予防対策を講じ事業を再開されたことや応援券の活用方法の見直しにより、応援券の使用率は
47.4％から67.4％と前年度より20ポイント上昇した。一方で、応援券の活用については、メリットや意義が伝わりにくいこ
とや地域間により使用率の差も生じており、これまでの検証・活用方法の見直し等を行い更に市民活動の推進が図られ
る制度となるよう検討する必要がある。協働事業提案制度については、3団体から提案に基づく事業を実施し、行政と
の協働によるまちづくりの推進を図ることができた。市民交流・地域間交流の促進については、市民活動応援制度の活
用やコロナ禍から徐々に活動が再開されたイベントや地域行事を通じて、市民や市民活動団体間等の交流が図られる
とともに、御所市・羽曳野市との３市交流事業等も再開され、歴史・文化等を通じて自治体等、地域間交流の推進を
図った。広報・広聴の充実については、広報紙に市民記者の記事やまちの出来事などを適時掲載するほか、市民や学
生アナウンサーが出演する行政情報番組を放送し、共感性の高いまちの魅力発信を行うとともに、市民参画や交流促
進につなげることができた。一方、キラリまちづくりトークや市長への手紙を通じて、コロナ禍においても市民の意見を広く
聴く機会の充実を図ることができた。

Ｂ
まずまず進んだ

4 ボランティア活動が活発に行われている
重要度 0.69
満足度 ▲ 0.40

3
身近な地域住民同士の活動が活発に行わ
れている

重要度 0.67

施策の方向 施策推進に関する考察

市民活動の活性化と協働の推進

市民交流・地域間交流の促進

広報・広聴の充実

市民活動応援制度や協働事業提案制度を通じて、市民活動の活性化と協働の推進を図った。
今後、市民活動応援制度の検証や方向性について検討を行う。

３市交流等を通じて本市の歴史・文化に触れていただき市民間の交流もさらに深まった。今後
も、様々なイベント等の機会を通じ、市民交流・地域間交流の裾野を広げていく。

各種媒体の活用や市民参画により伝わる広報を展開するほか、キラリまちづくりトーク等を通じて
広く意見を聴いた。今後も、市民参画や交流を促進する広報・広聴を進める。


